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1. 
平成30年度予算 経産省概算要求  

～中小企業対策費 174億円増の1,290億円～・・・・中小企業振興紙（平成29年9月15日） 

経済産業省は８月３１日、平成３０（２０１８）年度予算概算要求をまとめ、財務省に提出しました。この

うち、中小企業対策費は１，２９０億円と、２９年度当初予算比で１７４億円上回る規模を計上しました。中

小企業・小規模事業者を取り巻く課題として、経営者の高齢化、ＩＴ（情報技術）導入の遅れ、人材不足を挙

げ、それを克服するため、①事業承継・再編・統合による新陳代謝の促進②ＩＴ活用の拡大③人材不足への対

応―の３点を重点項目として取り組みます。これに加え、引き続き粘り強く取り組んでいく政策として、①地

域未来企業の発掘、経営力強化・生産性向上②活力ある担い手の拡大③安定した事業環境の整備④災害からの

復旧・復興―を掲げました。 

 

■事業承継、ＩＴ導入支援、人材不足対応に重点 

 重点３項目の中で、事業承継・再編・統合では、▽事業承継・再編・統合集中実施事業▽中小企業再

生・事業引継ぎ支援事業、ＩＴ活用の拡大では、▽決済情報管理支援事業▽経産省デジタルプラットフ

ォーム構築事業▽地域中核企業・中小企業等連携支援事業、人材不足への対応では、▽人材対策事業▽

ワンストップ総合支援事業―を予算化しました。 ３０年度の重点項目、引き続き取り組む政策のそれ

ぞれの概要、概算要求額は次の通り 
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 ●重点項目（カッコ内は前年度予算） 

 

  ①事業承継・再編・統合による新陳代謝の促進 

   ○事業承継・再編・統合集中実施事業【１６億円（新規）】 

    ・地域の支援機関が連携した事業承継ネットワークを構築し、休廃業リスク分析等も活用する 

ことで、地域での事業承継支援を促進する 

    ・事業の再編・統合促進のため、地域金融機関等による計画の策定支援や設備投資等の支援を 

行う。  

   ○中小企業再生支援・事業引継ぎ支援事業（拡充）【７５億円（６１億円）】 

（うち事業引継ぎ関連【２５億円（１７億円）】） 

    ・後継者問題を抱える中小企業・小規模事業者の事業引継ぎや事業承継の促進・円滑化を図る 

ために、課題の解決に向けた適切な助言、情報提供およびマッチング支援等をワンストップ 

で行う。また、創業希望者と後継者不在事業主等とのマッチングも行う。あわせて、事業の 

収益性はあるが、財務上の問題を抱えた中小企業・小規模事業者の事業再生の支援を行う。  

 

 ②中小企業・小規模事業者におけるＩＴ活用の拡大 

   ○中小企業・小規模事業者決済情報管理支援事業【４億円（新規）】 

    ・受注から入金までの決済業務等についてＩＴを用いて効率化する実証を行い、全国の中小企 

業に普及するための体制を整備する。  

   ○経済産業省デジタルプラットフォーム構築事業【４４億円の内数】 

    ・デジタルガバメント実現のため、法人認証基盤の整備やデータ連携の技術基盤を整備すると 

ともに、中小企業向け行政サービスのデジタル化（施策情報の発信、各種申請）、ＩＴクラウ 

ドサービスの見える化、官民データベースの連携等の環境を整備する。  

   ○地域中核企業・中小企業等連携支援事業（拡充）【１７８億円（１５５億円）】 

    ・中小企業が地域中核企業等と連携して行う活動を、研究開発から市場獲得まで一体的に支援 

する。その中で、来年度より中小企業のＩｏＴ（モノのインターネット）、ＡＩ（人工知能） 

等の技術を活用する事業についての取り組みを促進する。  

 

 ③人材不足への対応 

   ○中小企業・小規模事業者人材対策事業（拡充）【２８億円（１７億円）】 

    ・中小企業・小規模事業者が必要とする人材を地域内外から発掘・確保・定着を一括支援す 

る。「人手不足対応ガイドライン」の普及や、中核人材等の確保に向け多様な雇用形態の導入 

促進に取り組む。あわせて、中小サービス業・ものづくり現場・まちづくりの中核を担う人材 

や、小規模事業者を支援する人材を育成する。 
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2. 改正労働安全衛生法に基づくリスクアセスメントセミナーのご案内・・・・・・・・・厚生労働省 
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3. 化学物質のリスクアセスメントセミナー【基礎コース】・・・・・・・・・・・・・・厚生労働省 
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4. 国外財産調書に関する税務署からのお知らせ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・国税庁 
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▶本ニュースに関するご照会・ご意見等は、全中貿事務局 (大洋株式会社内) 鹿内 までお願いします。 

全中貿事務局  TEL/ 06-6443-5810  E-MAIL / zenchubo.jimukyoku@jafta.jp  


